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西ドイツの新しい労働時間制度
二　神　恭　一
　西ドイツでは80年代になって，労働時間短縮の問題がにわかに関心を集める
ように汰ったことは，よく知られているとおりである。労働組合陣営は週労働
時間短縮に重点を置いて，当時の労働協約，経営協定においてうたわれていた
週40時間の原則を止揚して，35時間制の実現を要求したこと，これをめぐって
84年の春から夏にかげて長期のストライキもふくむ労使の激しい対立があり，
その結果38．5時問制が妥協の産物とLて生れたことも，｛1〕周知の事柄であろう。
　この時期の西ドイツにおいて労働時問短縮をめぐってなぜ激しい労使対立が
おこったのかという問題は，なかなか重要なのであるが，いまはそれにふれな
い。ところで，今般の労働時閻短縮の仕方には，従来みられなかった特徴的な
局面がふくまれており，それが西ドイツの今後の労使関係に様々な刻印をあた
えていくように思われる，いな，その局面が労働時問をめぐる今後の労使交渉
の中心にたるようにさえみえる。そこで，今般の労働時間短縮の特徴的な仕方
を，よく分析することが大切だと考えるのである。
　まず，西ドイツでは週48時閻労働という法定労働時間はあるけれども，それ
ば全く形骸化してLまっていて，実質的には労使の団体交渉のなかで，週労働
時問の長さが画一的に決まり，それを労働協約に盛りこむ。80年代はじめには，
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週40時問制が労働協約でうたわれていたわげである。もっとも，経営組織法第
89条の規定により，企業内の経営体において経営協議会と使用考とのあいだで
締結される経営協定では，一時的な短縮と廷長，一般の休暇原則と休暇表の作
成などとともに休憩，一週におげる労働時間の配分，経営体慣行の毎日の労働
時問の開始と終了の時刻が必要た記載事項になっており，労働協約でうたわれ
ている週労働時問を掛酌しながらの，それらの狭義の共同決定が規定されてい
た。だが，今般は経営体の全従業員の2ケ月平均において週労働時問が38．5時
間というような規定の仕方になっており，とくに38．5時問についてプラス・マ
イナス1．5時間の幅が設げられている。これは労働時問についてフレッキシブ
ルな運用をみとめ，その制度化を企業内の労使に委ね，経営協定のなかでこれ
を規定することにしている。つまり，労働時間規制において労働協約とともに，
経営協定もいっそう重要になってくる。別のいい方をすると，労働時問の形成
にあたっても，企業内労使交渉の比重がたかまるのである。
　それというのも，今般の労働時聞短縮はたんなる短縮ぱかりでなく，労働時
間の弾力化も随伴しているからである。これが新しい労働時間制度の大きな特
徴であろう。西ドイツはフレックス・タイムの母国だと一般にいわれているし，
他の諸国に比し，フレックス・タイムがよく普及もLている。その意味で労働
時間の弾力化，フレッキシブルな労働時間というのであると，この国では労働
時問の弾力化はすでにかなり進行Lていたわげである。〔2〕げれども，フレック
ス・タイムはサービス，情報などの一定産業部門や，研究開発，事務などの企
業の特定の部門に導入されることが多かった。
　ところが，労働協約による週38．5時聞制に随伴する労働時問の弾力化には，
もっと普遍性・総合性がある。とりわげ，それが製造業種，生産現場にまで及
んだ点は注目されなげれぱたらない。したがって，企業において総合的な・フ
レヅキシブルな労働時間制が運用されることになるのである。しかも，かかる
制度はあとでみるように，経営協定において具体的に規制されるわけである。
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85年になって，経営協定にもとづくこの種のフレッキシブルな労働時間制が，
非常に多くの企業で設けられるようになった。むろん，かくも急ピッチに労働
時間の弾力化の制度づくりがはじまったのは，すでにフレックス・タイムのか
なりの普及，その他のフレッキシブルな労働時問制の導入があったからであろ
㌔しかしながら，経営老も労働考もともに，フレッキシブルな労働時問を切
望Lていたという背景があったことも，忘れてはならない。
　経営者陣営が労働組合によるさきの週35時聞制の要求に激しく低抗Lたこと
は，すでにふれた。その際に，後者の労働時間短縮の戦略に対し，前者は労働
時間の弾力化のそれを以てした。r労働時問短縮の要求に反対して経営者は，労
働時間の弾力化の要請をもち出した」帽1のであり，「労働時間短縮　対　労働時
間の弾力化」（Arbeitszeitverk肚zung　contra　ArbeitszeitHexibiiisierung）｛4〕
という対立の図式が描げることになるのである。経営考陣営が週35時間制に。反
対して，労働時間の弾力化を推進しようとしたのは，以下のような理由がある
からだろう。すなわち，画一的な労働時間ではとかく生じ勝ちな空時間（休止
時間等）を少なくすること，機械・設備をより能率的に利用すること，人的能
率をたかめること，在庫を少量にすること，市場の短期的変化によく適応する
ことなどの理由があげられる。ちなみに，労働時問の個人化をすすめるかたち
で，その弾力化をはかるとすると，集団主義的，画一的な労働時聞制の際に労
働組合が有する影響力，交渉権ば大いに制約を受げる可能性がある。その分・
経営老の権力は拡大するかもしれない。少なくとも労働時間設定に関するより
多くの事項を企業をこえた団体交渉の場より，企業内労使交渉のテーブルに移
せぱ，経営者のそれに対する影響力はたかめることができる。それに，今日の
急激なテクノロジーの発展は，職務態様を大きく変えつつある。ここでも，フ
レッキシブルな対応が要請されているのである。
　労働組合陣営内には当初，労働時問の弾力化というスローガソに反発する空
気もつよかった。しかL，一般労働者のあいだには，かれらの都合が多少とも
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それに反映できるフレッキシブルな労働時閻というのは，魅力的であったよう
で，労働組合も結局は一般労働者のこうした願望，意向を無視しえず，労働時
問の弾力化について積極的な敢り組みをするようになり，その見解を公式化す
るにいたっている。労働組合の見解を，経営老側のそれとの対比で表にまとめ
るとすると，つぎのようなことになろう。
労働時間の弾力化，フレッキシブルな労働時間
経　　　営　　　老 労　　働　　組　　合
目　的
企業に適った労働時間
管理権の拡大
人間に適った労働時間
個人の決定裁量の拡犬
理　由
・より少ない空時閻
・顧客の顧望への迅速な適応
・より大きな市場機動性
・よりたかい労働生産性
・機械・設備の稼動率の向上
・短期の市場変動
・在庫の軽減
労働協約の狗東性を解消すること
人間らしさのための余暇の拡犬
生活のための余暇の拡大
家族　　　　〃
欲求の充足
まず労働時閻短縮をおこない，ついで自
主的なフレリキシブルな労働蒔間を形成
すること
　同じく労働時問の弾力化，フレッキシブルな労働時聞の導入といっても，労
使のあいだに目的や動機に関し大きな差異があるといわなげれぽならないよう
である。したがって，企業で労働時問の弾力化をすすめるにあたって，労使間
に様々なコソフリクトがおこることは予想しうる。しかL，反面においてフレ
ッキシブルな労働時閲制を導入L，これを運用するなかで双方の利害が一致す
る局面のあることも否定できないようである。ただ，確実なことは，労働時間
の短縮もさりながら，その弾力化について，すでに決定的な動きがはじまって
いるという点であり，それがまた個人の欲求が多様化している時代，またテク
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ノロジーの急速な発展のなかで職務態様が変わりつつある時代に適ったものだ
という点である。
注（1）二神稿，波舌Lを含む西欧の労使関係，通産ジャーナル10月号（1984年10月），参照。
　（2）二神稿，労働時聞の弾力化，早稲田商学第310号，参照。
　（3）I．Kurz－Scherf，Chancen，Risiken　und　Tendenzen　der　neuen　Arbeitszeit・
　bestimmungen，in：Existenz　sichem，Arbeit首nderen，Leben　gesta1ten，Ge－
　werkschaften　im　Kampf　um　Arbeitszeitverk七rzmg．（hrsg．V　E．Ferlemam
　u．a．）Hamburg1985．S－95．
　（4）　E　Ott，Arbeltszelt刊exlbl11s1erung　und　gewerkschaftl1che　Strateg1e　Kon－
　sequenzen　des　Tarifabsch1usses‘84，in＝U．Achten　u．a．，Arbeitskampf　um
　Arbeitszeit，Perspektiven　gewerkschaft－icher　Zukunft　in　iexibler　Arbeits－
　welt．Marburg1985．S．173。
　それでは，労働時聞に関する労働協約の規定はどうなっているか。ここでは
西ドイツの代表的な労働協約ともいうべきI　Gメタルと金属産業連盟のあいだ
のそれをとり上げてみよう。協約地域としては，ノルトライソ・ウェストファ
ーレンのものを選ぶ。ω現行のその労働協約の多くは実質的に80年4月30日に
締結したものが存続Lているわげであるが，労働時間に関する部分は，既述L
たような事情から85年4月1日より有効である。それはr3ケ月の破棄告知期
間をもって86年9月30日まで」となっている。そこには名目労働時問／教育訓
練時問の長さ，名目の労働時問／教育訓練時問の配分，超過労働，夜間労働，
深夜労働，日曜・休日労働，自宅待機，超遇労働，夜問労働，深夜労働，日
曜・休日労働と出張時問に対する手当，バートタイム労働などの規定がふくま
れている。小論においてはこれらのうち，主として，はじめの2つをとり上げ
ることにとどめたい。
　1．休憩をふくまぬ労働協約上の週労働時問は38．5蒔間とする。個人の名目
週労働時間は37時間から40時問までのあいだである（フルタイム労働者）。37
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時間と40時間のあいだの差異は善用されるべきであり，その場合に経営上の要
件が蕩酌されなけれぱならない。
　2．名目の週間の教育訓練時間は40時間とする。
　3、別段の定めがなげれば，名目の1日の労働時間は8時問までとする。個
個の日について労働時問／教育訓練時問を通常短縮するときは，同じ週の別の
日ならびに前後の週の日に，欠げた労働時問／教育訓練時間を配分することが
できる。また，こうLた調整は業務が労働時間の不均等た配分を必要とするか
ぎり，差L支えないものとする（例えぽ，運転手）。
　4．　1ならびに2でとり決めた労働時間／教育訓練時問は，法定の週休日の
ため欠げる労働時間／教育訓練時間の分だげ，減るものとする。
　5．名目の労働時問／教育訓練時間は12月24日と同月31日については，13時
に終了するものとする。このために欠げる労働時問については割増金の付かた
い時問手当を支払う。また，これによって欠げる教育訓練時間に対Lては，教
育訓練手当が支払われる。
　6．クリスマス前後の労働日は例外的に，経営協議会との協定にしたがい，
作業シフトまたは労働時聞を減らすことができる。
　7．鉱山坑内労働老の労働時間はシフト時問をもってする。それは入坑に際
してのザイル運転の開始から出坑の際のその再運転開始までとする。
　8．火夫，運転手，運転助手，踏切番に対Lて，また食堂，浴場，洗樵場，
停車場にいる人員またこれに類似の人員に対しては，個人の名目の週労働時間
は，1にいう労働時間をこえて10時間まで延長することができ飢ただし，そ
の労働時聞において通常，著しく作業が準備的であるものにかぎる。生産設備
の監視はここでいう作業準備にはならない。
　工場の守衛，夜警，受付，工場消防とそれに準ずる者については，通常の週
の出勤義務は1にいう労働時間をこえることができる。ただし，その労働時問
において通常，著Lく休止時間がある場合にかぎる。
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　どのような職場が通常，著しく作業準備的であるカ㍉休止時聞があるのかに
ついては，経営協定がこれを定める。
　通常日曜日に働く労働者について，日曜日の労働時聞が法定休目のために欠
け，その労働を埋め合わすことのできたい場合，労働中止がなかったなら受げ
取る筈の労働報酬を受け取るものとする。復活祭と聖霊降臨祭日の第1日のた
めに欠げる労働時間は，割増金なしのシフト手当が支払われなけれぱならない・
これには休日の賃金支払規制のための法律が適用され飢
　9．　ノノレトライン・ウェストファーレ＝■の金属産業連盟に加盟する企業の経
営体または経営体部分は例外的に，鉄鋼新法の下にあり，それにしたがって24
時間操業という経営方法で稼働している場合，使用老と経営協議会は経営協定
において，24時間操業という経営方法に対する労働時聞と割増金についての鉄
鋼業の労働協約を締結しなければならない。
　10．経営体におげる労働時間については，1でとり決めた労働時間の範囲内
において，経営協定によってより詳細に規定するものとする。その際，経営体
の部分，個々の労働者，労働集団ごとに違った週労働時間を37時間と40時問
のあいだで設けることができる。経営体における労働協約上の労働時問の平均
は月別に把握し，経営協議会にこれを伝達する。38．5時間の平均から逸脱する
とき，使用者は適応処置について経営協議会と遅滞なく協議Lなげればならな
い。
　8であげた労働者ならびにバートタイム労働老は平均週労働時聞の算定にあ
たっては，考慮外とする。
　11．個人の名目週労働時問は遇における5労働日に均等にでも，また不均等
にでも配分することができる。それは2ケ月の平均において達成Lなげれぱな
らない。ただし，当規定は8にいう労働考ならびにパートタイム労働者には適
用しない。
　ただ，個人の名目週労働時間に関し，経営協議会と事前に協定した特定の配
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分にもとづき・3週までの期間において，個人の名目週労働時間が平均をこえ
ないように例外的に配分することはできる。
　ユ2．経営体ないL個々の経営体部門に対する名目の教育訓練時間についての
個々の週日の配分・ならびに1目の名目の教育訓練時間の開始と終了，休憩は
使用老と経営協議会のあいだの経営協定によって，経営上の要件に応じ，また
被教育訓練者の利益を考慮しつつ決めるものとする。その場合に被教育訓練者
は教育訓練を施す労働者が所属する経営体ないしその部門においてのみ働く必
要がある。
　13．経営体の休日，国民祝祭日，公的な行事その他類似の理由のため労働日
に労働時間／教育訓練時聞がなくなる場合，経営協定によって，休止日をふく
む週の5労働目へそれを配分することができる。同じことは，労働者／被教育
訓練老により長く継続する余暇をあたえるため，休日に接続する労働日につい
て労働日／教育訓練時問をなくす場合にも適用する。
　使用者と経営協議会が，クリスマスと新年に接続させて中止する労働時聞／
教育訓練時聞を繰り上げる協定を締結する場合，5週の期間を2週まで繰り上
げることがでぎる。
　14．更衣，洗漁労働時問条例の意味での休憩（たとえぱ，朝食，昼食，コ
ーヒーブレイクの時間）は労働時間／教育訓練時間にはならない。3交替の経
営体においては，労働者には食事をとるのに十分な時間があたえられなげれぱ
ならない。その時問については，賃金・給与からの控除はないものとする。
　15．労働時間の新しい決定を理由に経営設備・施設の稼働はダウソさせない。
経営利用時間と個々の労働者にとっての労働時問のあいだに差がある場合，時
問調整を休日のかたちで，おこたうことができる。その場合には継続的生産の
妨げとならないように，労働考のできるだげ均等な出勤を保証する必要がある。
休日を決めるにあたって，労働者の希望が斜酌されなけれぱならない。
　なお補足的に本労働協約のなかで超遇労働がどのように規定されているかを
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紹介しておくと，以下のとおりである。
　超過労働は2と3により決めた個人の名目の1日の労働時問をこえておこな
われた労働時間のことである。13の範囲において通常の労働時間外に，欠けた
労働時間を調整するためにその事前ないし事後に働いた労働時問はこれに該当
しない。
　月内16時問までの超過労働は個々の場合に，有給休暇によっても調整するこ
とができる。月内16時問をこえる超遇労働の際も，労働者は有給休暇による調
整を要求することができるが，これは経営上の利益を損わない場合にかぎる。
休暇調整は3ケ月以内におこなわなけれぱならない。
　以上がノルトライ1■一ウェストファーレソの金属産業におげる労働協約のう
ち，名目労働時聞（ならびに教育訓練時間）の長さとその配分に関する部分の
要旨である。ここではまず，週労働時問が38．5時間であることがうたわれてい
るが，いうまでもなく以前は40時問であったから，1．5時間の時問短縮が労働
組合の強い要求，行動の結果，おこなわれたわけであ飢しかL，この38．5時
聞はじつにフレッキシブルに把握されている点に注意Lなげれぱならない。
　まず，フルタイム労働考の個人の名目労働時間は経営上，生産上の条件にし
たがい，37時間から40時間までありうるわげであって，それは労働者カテゴリ
ーによって相違することもあるし，経営体の部分，つまり部課により差異があ
ることもあろうし，労働集団によって相異なる場合もある。次節でみるように，
あるカテゴリーの労働老は37時問であり，別のカテゴリーの人びとは，39時間
とか40時間でありうる。つぎに，1日の名目労働時間は8時間までとなってい
るが，完全週休2日制を前提として，個人の名目週労働時間は，5労働日に均
一に配分してもよいし，不均一であっても差し支えない。さらに，ある週ない
し数週間においてよく働き，労働時間が増えて，名目週労働時間を超過すると，
時間調整がおこなわれる。それには使用考と経営協議会が協議しなげれぱたら
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ない。この時問調整はあとでふれるように，休日のかたちでおこなうこともあ
るのである。
　さて，団体交渉，労働協約には労働条件の平準化機能があって，労働時間に
関する労働協約は協約地域において，上記のような労働時間制を普及させるこ
とになる。ところが，労働協約にはその規定の具体化にあたっては，経営体で
の状況，経営上の要件を掛酌して企業内労使の交渉がおこなわれるべきだとし
ているところがあり，経営協定が締結されることになる。労働時問問題に関し
ても，そうした二重利害代表システムの発現がみられるのである。
注（1〕金属産業の場合，協約地域はバイエルソ，ベルリソ，フールダ，ハンブルク，ヘ
　　ッセソ，二一ダーザクセ：■，ノルトライソーウエストファーレソ，ノルトウユスト
　　リッヘス・二一ダーザクセソ，ノルトウユルテムベルク■ノルトパーデソ，オスナ
　　ブリュック，ファルツ／ラインラソトーライソヘッセソ，ザールラ：ノト，シュレス
　　ゥィヅヒーホルシュタイソ，ズートバーデソ，ズートウユルテソベルクーホーニソ
　　ツォルレルソ，ウソターウェザー地域に区分されている。このうち，ノルトライソ
　　ーウェストファーレンは金属産業の労働著数はもっとも多いが（約95万人），産業
　　生産の比率はノルトウルテムベルク／ノルトバーデソが一番たかく，この協約地域
　　での団体交渉，労働協約が他のものの基準にな飢ちなみに，協約地域ごとに締結
　　される労働協約の内容にはほとんど差異がない。ここでは資料入手の都合でノルト
　　ライソーウェストファーレソの労働協約が選ばれたにすぎない。
　週労働時間の短縮と弾力化を，各企業はいかにすすめているのであろうか。
企業では84年の秋から経営協議会と使用考がしぱしぼ会合し，制度づくりに取
りかかったようである。むろん，労使それぞれの内部でも，交渉相手にどのよ
うに対処するかについて，作戦が練られたことであろう。そして，労働時間に
関する経営協定が締結されるにいたる。ちなみに，労働協約の場合と異なり，
経営協定は問題別に締結される。たとえぱ，賃金に関する経営協定，経営杜会
政策についての経営協定というように，ひとつの経営体において複数の経営協
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定が併存している。労働時間に関しても，ひとつの経営協定が設けられる。そ
の場合，賃金，経営杜会政策などのテーマと同様に，労働時間についての経営
協定は労働協約をより具体的に補足するかたちになるのであって，むろん例外
をなすものではない。前節でのべたような労働協約上の労働時問制度を個々の
経営体の状況のなかで適応的に具体化しているのが，以下でとり上げる経営協
定である。
　労働時聞に関する経営協定は各経営体に設げられる傾向があ私そして，労
働協約の労働時間規定に変更があれぱ，経営協定も相応の改訂をみることにな
るのであるが，今般の場合も同様であるわけである。かかる経営協定の内容は，
個別経営体の様々な状況を反映してか，相当に差異があるようにみえ飢同じ
産業に所属する経営体のあいだにあっても，具体的な労働時間制度は，むろん
共通の労働協約の規定によって拘束は受けているものの，少なからず相違Lて
いる。したがって，本来ならぱ非常に多くの経営協定にあたり，それらをよく
吟味したうえで，制度上の傾向的特徴をうかび上らせるべきであろうが，資料
入手の困難さ，紙幅の間題等があって，ここでは2つのケースをとり上げるに
とどめたい。
　A経営体のケース
　こればある製作所の経営体における経営協定の例であって，入手できた労働
時間に関する経営協定のなかでは，非常に詳細な規定をふくんでいる部類には
いる。
　A製作所とA製作所の経営協議会とのあいだにおいて，労務考と協約職員
（以下，労働者という）の労働時間のフレッキシブルな形成を規制するため，
以下の経営協定を締結するものとする。
　1　一般原則
　製作所を平均Lて，フルタイム労働者については週労働時問38．5時聞を緯持
するものとする。
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　個人の名目週労働時問は製作所の部分，個々の労働老，労働集団ごとに異な
って規定することができる。それはフルタイム労働考にとって37時問から40時
問のあいだである。その際に，経営上の要件が考慮される。
　2　個人の名目週労働時問
　フルタイム労働者の個人の名目週労働時間は職場別，賃金グループ別に配分
する。
　個人または労働集団または工場部分の個々の名目週労働時間の変更は，経営
上これが必要なときにおこなう。変更の意図は経営協議会に，その実施の少な
くとも2週間まえに伝達されなげれぱならない。この伝達後に遅滞なく，製作
所と経営鶴議会のあいだにおいて意図した変更の協定に関する交渉が開始され
なげれぱならない。
　個人の名目週労働時問の変更について合意がえられないとき，製作所は伸裁
機関に提訴することができる。伸裁機関が拘束力のある決定を下す。
　3　経営体における週労働時間
　すべてのフルタイム労働者を平均して生じる週労働時間はつぎのかたちで測
定される。
　月の最初の日に製作所と雇用関係にあるフルタイム労働者と，これら労働者
の個人の名目週労働時問から測定される。
　経営協議会には翌月に，以下の事項が文書で伝達されなげれぱならない。
　前月の最初の日の製作所と雇用関係にあるフルタイム労働者の数
　個人の名目週労働時聞による，これらフルタイム労働者数の分類表
　1によって調べた平均値
　38．5時問の平均値からのずれがあるとき，適応処置について遅滞なく経営協
議会と協定がなされなげれぽならない。適応処置について合意が成立Lたい場
合は労働協約の規定による処置をとらなげれぱならない。
　たとえぼ労働者の解雇，新規採用，異動のため，あるいは雇用関係が休止し
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ていた者の再雇用のために，38．5時間の平均が達成されると期待される場合に
は，適応処置についての協定は必要ない。なお，38．5時間の平均からのずれが
2パーセント以内にとどまるときも同様である。
　すべてのフルタイム労働者は37時問と40蒔問のあいだで，個人の名目週労働
時聞をもつものとする。
　つぎの者はフルタイム労働者に算入しない。
　パートタイム労働考：その個人の名目週労働時間が37時間より少ない考は，
パートタイム労働考である。
　見習工
　（工場ならびに事務所の）実習生
　その労働時問が通常，著しく作業準備的である労働者のカテゴリー
　休止した雇用関係にある労働者（たとえぱ，兵役，母性保護のため）
　派遣労働者
　4　個人の名目週労働時間の酉己分
　個人の名目週労働時問は，均等にしろ，不均等であるにしろ5労働日に配分
することができる。それからずれた配分をおこなう場合は，経営上の要件に応
じて経営協議会と協定を締結することができ私個人の名目週労働時間は2ケ
月または連続した45労働日の平均において達成されなげればならない。平均の
達成について，より短い時問間隔をとることもできる。
　労働老の個人の名目週労働時間の配分は職場別，賃金グループ別におこなう
が，確定した労働時問の操作と監視のために，各労働者に対し労働時間勘定が
用意される。
　経営上の要件があれぱ，個人の名目労働時間の配分は変更することができる。
ただL，それにかかわる労働者に対L，説明をおこなうものとする。もっとも，
これは当該労働者の個人の名目週労働時問がさらに，5労働日に配分される場
合にかぎる。説明は当該労働老に，少なくとも実施の2労働日まえになされな
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ければならない。経営協議会はそれについて報知されるものとする。
　経営上の要件からLて，ある労働者の個人の名目週労働時問の配分の変更が
必要であり，個人の名目週労働時問の変更した配分が，5労働日を多かれ少な
かれこえるような配分をもたらす場合（第1代替案），または経営上の要件か
ら工場の部分ないし労働集団について個人の名目週労働時間の配分の変更が必
要な場合（第2代替案）には，このことは経営協議会に対し，意図Lた変更の
実施の少なくとも！週問まえに伝達されなけれぱならない。当該労働者は意図
した変更を報知されるものとする。
　5　休日のかたちでの時閻調整
　経営利用時間のたかで労働考が働いた労働時間と契約上の当為労働時間のあ
いだに差異がある場合，個人の名目週労働時問をこえる労働時問についての時
間調整は，休日のかたちにおいても生じうる。
　個人の名目週労働時間の異なった配分に際して，2ケ月を平均して，個人の
名目週労働時間が超過する場合にも同様であ飢休日は集団でもっても，また
個人でも決めることができる。集団による休日とは一定の労働集団または全労
働者に適用するものであり，個人の休日とは個々の労働者に対するものである。
　集団による休日は経営上の利害に応じ，製作所と経営協議会の協定によって
確定される。集団による休日は協定に関係する労働考にとり拘束力がある。そ
れは各年（カレソダーイヤー）ごとにあらかじめ，少くとも休日最初の日より
2週間まえに，公示されなけれぱたらない。労使問に合意が成立しない場合は，
伸裁機関に提訴することができる。仲裁機関が拘束力ある決定を下す。
　個人の休日については経営上の利害に応じ，製作所が決める。その際に，個
個の労働考の願望が考慮されなけれぱならない。個人の休日はすでに当人の労
働時間貸方が一ぱいになっている場合に，はじめてみとめられるものである。
　休日は原則として，本人の労働時問貸方が一ぱいになる年（カレソダーイヤ
ー）についてみとめられるべきであ飢少なくとも次の年の3月31目までに，
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労働老が休日を利用しないのであれぱ，労働時聞貸方は解消するものとする。
　6　趨過労働
　趨過労働とはフルタイム現業労働考と職員の場合，週における個人の名目週
労働時間をこえる時問のことである。
　またそれは個人の名目週労働時間の不均等な配分（当該経営協定の4）の際，
または付加的な休日による労働時間短縮（当該経営協定の5）の際，そのとき
どきの確定した労働時問をこえるものである（たとえぱ，交替制において）。
　労働時問が通常，また著しく作業準傭的であるような労働者カテゴリーの際，
それは週において44，5時問または50時間（労働協約，参照）をこえる労働時問
のことである。
　超遇労働の命令を出すまえに，増大した労働必要性が，当該労働者の個人の
名目週労働時間の配分の変更によってか，個人の名目週労働時間の変更によっ
て調整できるものであるかどうかが検討されなげれぱならない。
　労働考が月に16時問まで超遇労働をLたならぱ，製作所はこの労働老に次の
月において，おこなった超過労働が有給休日により調整されるべきことを説明
することができる。労働考がこの提案に同意Lなげれば，当人はこのことを少
なくとも，製作所の提案が当人に届いた2労働目あとに，文書で説明をしなげ
ればならない。労働考が月に16時間をこえて超過労働をおこない，17時間目の
超過労働時聞からの超過労働を有給休日で調整したいときには，当人はこのこ
とを次の月の5日目の労働日に説明しなければならない。製作所はしかしなが
ら，余暇調整に緊急の経営上の理由が対立している場合には，余暇調整の要求
をみたす必要はない。このことぱ労働考に余暇調整についてのかれの要求がお
こなわれた時点から少なくとも1週問以内に伝達されなげれぱならない。はじ
めの16超過労働時間にとっては，3の規定を適用する。
　ある月におげる超過労働に対する余暇調整はつぎの3ケ月以内におこ危わな
けれぱならたい。おこなった超過労働に対する余暇調整のためにみとめられた
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休日を確定するにあたっては，別の規定による手続がとられる。
　以上がA製作所とその経営協議会のあいだで締結された労働時間に関する経
営協定の概要である。同杜でも，85年に金属産業の労働協約を通じて週労働
38．5時問制が確立されたという事態に対応Lて，こうLた具体的な労働時間に
関する経営協定を締結し，新しい労働蒔間制度を設げたわけである。金属産業
の労働協約とA製作所の経営協定は関連性をもっている点に，注意する必要が
あり，後老において，状況適応的で，具体的な規制がみられるのである。この
経営協定に関するコメントは後同しにして，つぎに，もうひとつの経営協定を
紹介してみよう。以下に掲げるのは，B製作所の労働時問に関する経営協定で
ある。
　B製作所のケース
　B製作所とこの製作所の経営協議会のあいだに，つぎのような経営協定が締
結されている。
　1．　これまでの労働協約で決めた名目40時間という週労働時間にかえて，
1985年4月1日より，労働協約と経営協定との結合による規制をすることにな
る。
　7ルタイム労働者の新しい労働協約上の名目労働時間は経営体の平均におい
て週38．5時問である。
　労働協約により規定された，この週労働時問の範囲内において，個人の名目
週労働時問が一この労働協約上の人的適用分野を考慮して一経営協定によ
って当該経営体の個々の労働考に対して決められる。
　2．経営上の要件，労働市場状況，この関連で労働老の個人的願望が実施に
あたって，経済的に主張しうる可能性の範囲において考慮されなけれぱならな
い。
　個人の名目週労働時間を決定するにあたっては第一に，経営上，技術上，組
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織上，個人的事実が重要であり，また労働者と経営体に対するその効果が大切
である。
　3．必要な経営利用時閻を確保するために，労働協約で決めた労働時間より
も働くこと（超遇労働は考えず），余暇によって時間差異を調整することのた
めの規制も必要である。かくて経営体の設傭・施設の最適な利用が追求でき，
経営体に特殊なノーハウのいっそうの利用も可能となり，市場の要請へのフレ
ッキツブルな反応もよういになる。そして，このことによって経営上の要件の
範囲内において労働考の個人的願望も考慮される。
　I
　1、本経営協定の規定は，労働協約の人的適用分野のすべての労働者と職員
（以下，労働考という）に適用する。
　2．以下に掲げる考は，本経営協定の適用を受げない。
　教育訓練中の者
　バートタイム労働考（1985年4月1日以降，個人の名目週労働時間が37時閻
未満の老）
　労働時問が作業準備的であるため，労働協約により週40時間をこえる労働考
　雇用関係が法律や協定により休止している（たとえば，兵役中，母性保護期
間中）労働者
　実習生，無給見習，職業学校生徒
　休暇利用の就業妾（教員と学生）
　派遣労働老
　経営組織法の意味での指揮職員
　1正37時問から40時間までのあいだでの個人の名目週労働時問の決定
　1．労働者の個人の名目週労働時間は原則として，つぎのべ一ジのような賃
金・給与分類による。
　2．接客したり，そのために出張しなげれぱならない労働者の個人の名目週
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1345
174
賃金グループ
11，12
9，10
6，7，8
3，4，5
早稲田商学第316号
労働協約グループ
　K7，T7
M3，M4，M5
　　A　T
K6，T6
K5，T5
K1，K2，K3，K4
T1，T2，T3，T4
週労働時聞
40
39
38
37
労働時間は40時問とする。
　3．職場の条件や個人的負担のため，請負労働着の個人の名目週労働時問は
38時問，交替（シフト）労働者のそれは37時間，重傷痩考のそれは一般に37時
間とする。
　4．一定の生理年齢をこえた労働者の個人の名目週労働時間は，誕生日のあ
る月の次の月から，以下のごとく短縮する。
　　満56歳後　　　　　　39時間
　　満57歳後　　　　　　38時間
　　満58歳後　　　　　　37時間
　5．新規採用のフルタイム労働者の個人の名目週労働時問は一般に原則とし
て，37時間とする。特定の経営上の要件がほかの労働時問の確定を条件づけよ
うとも。労働者がドイツの当コソツエルソ・グループのある企業から他の企業
に移動したり，同一企業内で異動しても，これは新規採用には該当しない。
　6．教育訓練期間が終了し，雇用関係に入ったフルタイム労働老の個人の名
目週労働時閻は一般に原貝uとLて，37時問とする。
　7．個々の労働者にとって，前記の諸基準のいくつかが該当する場合，より
短い労働時閻を適用するものとする。ただし，Iの2の例外がある。
　8．経営上の特別な理由があれぱ，上記の一般的確定からずれて，個々に，
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別様の個人の名目週労働時間を労働者と協定することができる。
　9．個人の名目週労働蒔聞の決定は，労働契約に明記されなけれぱならない
ものとする。
　皿　経営協議会への伝達義務
　経営協議会には毎月，以下の事項が文書で伝達されなけれぱならない。
　経営体におげるフルタイム労働者の人数
　これらの者に対しそのときどき適用される名目週労働時問による，フルタイ
　ム労働考の分類
　労働者数とそれらの週労働時間からする経営体における週労働時間の平均
　y　個人の名目週労働時間の配分
　1．個人の1日の労働時間は，個人の名目週労働時間の5分の1とする。た
だし，個々の場合に規定を設げるときは，このかぎりではない。一般に労働時
間の開始と終了を労働考と協議して決めなけれぱならないが，週労働時聞は40
時間以下とする。
　2．経営体において経済上，技術上または組織上の必要があれぱ個人の1日
の労働時聞が個々の日において，週労働時間の5分の1よりも長かったり，短
かったりすることがありうる。げれども，とり決めた個人の名目週労働時間は
2ケ月の期問の平均において達成したげれぱならない。
　3．経営上の必要があれぱ，個人の労働時問からずれた配分ならびに1週6
労働日ないし5日未満の労働日については，経営協議会と協定することができ
る。
　Y　経営利用時閻と個人の名目週労働時問のあいだの差異がある場合の休日
による労働時間短縮
　1．労働時間短縮は経営体の設備・施設の稼働をダウソさせない（労働協約，
参照）。経営施設を変わりなく利用するため，同一の労働者をもって長期的に
同一の作業量を達成することが保証されなげればならない。
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　2、必要な経営利用時聞を確保するため，とり決めた個人の労働時間と実際
のそれのあいだの時間の差異（超過労働でもなく，経営の名目労働時間外の出
張時問でもない）は1対1の関係をもって余暇時間と調整される。ただし，労
働者の実際の労働時問がそのとり決めた名目労働時間よりも大きい場合にかぎ
る。
　3．　a）個々の日に，とり決めた個人の名目労働時問をこえて提供した労働
（超過労働にあらず，また経営上の名目労働時問外の出張時間でもない）は原
則とLて，完全な休日へ東ねることとする。
　b）休日の配分には，経営活動の妨げにならないように，労働考ができるだ
け均等に出勤できるような配慮がなけれぱならない。休日を決めるにあたって
は，労働者の希望が掛酌される必要があ私時間の調整についてはできるだけ
年間を対象に，経営協議会と使用考のあいだでとり決めるものとす私個々の
場合については，労使のあいだでずれた規制をおこなうことができる。
　4．経営体の労働時間は一般に7時にはじまり，15時45分に終了する。ただ
し，X工場，Y工場，Z工場は7時45分から16時30分までとする。
　朝食の休憩は各労働者とも15分であり，昼食の休憩は11時から少なくとも30
分とするが，それらは組織単位ごとに，より詳細な規定を設げることとする。
　労働老の個人の労働時問の開始と終了は，とり決めた労働時間が週あたり40
時間以下である場合には，使用考と労働老のあいだの協定のなかで相応に決め
ることができる。
　v　施行と廃棄
　ユ．本経営協定は1985年4月1日より施行する。
　2．本経営協定は双方が文書で6ケ月の期限をもって廃棄を申し出れぱ4半
期末にそうすることができる。経営上の要件が変わるとき，あるいは本協定を
締結したときの状況が大きく変わる場合，協定締結考は変った状態を織り込む
新規定をむすぶものとする。
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　以上，労働時間に関する経営協定の実例を紹介したのであるが，しぱしぱ指
摘したように，労働時間の短縮と弾力化を一般的に規制する労働協約に対し，
これらの2つは経営体の具体的な状況のなかでの制度化という性格をもってい
る。後考には，かかる性格がある点が確認されなけれぼならない。
　まず，A製作所の場合も，B製作所の経営協定でも，週労働時間が38．5時問
であることがうたわれている。これに関し，いくつかの点をふえんしておくと，
フルタイム労働老のカテゴリーであるが，パートタイム労働者，教育訓練中の
考，見習工・実習生，派遣労働者，雇用関係が休止している考，経営組織法の
意味での指揮職員，作業準備的な職務の担当者は，週労働38．5時間制の対象外
にある。なお，この点についてのA製作所の経営協定とB製作所のそれの人的
適用範囲の規定は大体において一致してい私
　つぎに，週労働38．5時聞は平均値を意味していて，フレッキシブルな運用が
みられる。A製作所の場合でいうと，週労働時間は，月の最初の目に製作所と
雇用関係にあるフルタイム労働者の人数と，これら労働老の個人の名目週労働
時問の積を人数で除して測定される。ところが，7ルタイム労働老のなかでは，
週労働時問が37時間から40時間まで，個人の週労働時問が差別的に設定される。
そうした差別化は個々の労働者についても，経営体の都分についても，また労
働集団についてもおこなわれる。B製作所の場合は，賃金と労働協約グループ
の分類を基準にして，週労働時問の差別化がおこなわれており，また担当職務
の性格，条件，負担などによっても週労働時間が異なるし，高年齢者について
年齢を基準に，差異が設げられているのは興味深い。
　そこで，r個人の名目週労働時聞」という概念が重要であることがわかる。
集団主義的，画一的な労働時問に対し，労働時間の個人主義化をすすめようと
しているのは経営考側だといわれている。新しい労働時聞制度では，文字どお
りの個人主義的な労働時間制度が実現したとは思えないが，その方向に向げて
の確かな動きカミあったことは否定できない。労働時間の弾力化，フレッキシブ
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ルな労働時問の導入とは多分に，労働時問の個人化を意味している。
　個人の名目週労働時間は5労働日に均等に配分してもよいし，不均等になっ
てもよろしい。しかし，2つの事例で惇5労働日が念頭に置かれているようで
あって，「1週6労働日ないし5日未満の労働日について，経営協議会と協定
することができる」（B製作所の場合）となっている。さて，個人の名目週労
働時問はもちろん，各週ごとに，そうならなければならない，というものでは
ない。それば一般に，2ケ月平均において実現をみる。A製作所の場合には，
「個人の名目週労働時間は2ケ月または連続した45労働目の平均において達成
されなげれぱならない」とたっていた。実際，週ごとに労働時間が異なること
はしぱしぱありうる。そこで，A製作所のさきの経営協定に明記されているよ
うに，個人の名目週労働時間のr操作と監視のために，……労働時間勘定が用
意される」ことにもなるのであ私ここに，時間調整の間題がおこるのであ
る。
　注目されるのは，「休日のかたちでの時間調整」（A製作所）である。つまり，
「労働者が働いた労働時問と契約上の当為労働時間のあいだに差異がある場合，
個人の名目週労働時問をこえる労働時間についての時問調整は，休日のかたち
でも生じる」。この点はB製作所の場合はもっと明確であって，r個々の日に，
とり決めた個人の名目労働時閻をこえて提供した労働は原則とLて，完全た休
日へ束ねることができる」。労働時間と余暇時間のトレードオフは1対1の関
係でおこなわれる。むろん，そうした休日は有給である。なお，休日を個人で
とる場合もあれぱ（個人の休日），集団的にとることもある（集団による休
日）。
　ところで，経営体におげる労働時間形成にあたっても，労使の共同決定がお
こなわれる。もともと経営組織法第87条により，r毎日の労働時間の開始と終
了の時刻，休憩，1週におげる労働時問の配分，経営体憤行の労働時間の一時
的短縮と廷長，一般の休暇原貝一と休日表の作成」といった経営体での労働時問
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管理は，いわゆる杜会事項のひとつとして，狭義の共同決定の対象となってい
た。今般の労働時問制度もむろん，経営組織法のこの規定にそうものであって，
随所に経営協議会の共同決定権がかかわりをもってくる。労働時間制度はまさ
に強力な参加のかたちで運営されているのである。ちなみに，個人の名目週労
働時問の配分の変更，休日のかたちでの時問調整などの分野では，労働考個人
の意向も甚斗酌される建前になっている。その点では労働時問の個人主義化がみ
られる。
　けれども，その反面において「経営上の要件」，円滑な経営経過にも非常に
大きな配慮が払われており，新制度には経営者側の利害もよく盛り込まれてい
る。もっとも，経営体の存続，さらに発展は経営者だけの関心事ではなく，労
働者，経営協議会の利益にもつながる。企業内労使は共同して，テクノロジー
の急激な発展など，厳しい環境のなかで経営上の要件を考慮し，円滑な経営経
過に腐心をしなけれぱならない。小論のはじめにのべたように，新しい労働時
問制度には労働時問短縮が盛り込まれており，その意味で経営老はいっそうの
合理化をすすめることになる。労働時問短縮にはそうした合理化の衝撃が随伴
する。新しい労働時問制度においてはこの点で，以前よりもフレッキシブルな
対応ができるようになっており，かかる合理化のいっそうの追求が可能であろ
う。
　なお，ごく最近全金属使用老連盟が200万人以上の労働者をかかえる5，000
の経営体に対しておこなった調査によると，これらの経営体の約3分の2が，
労働時間の弾力化を利用している。ちなみに，週労働時問を37時間から40時問
までのあいだにおいて差別化しているのは，17パーセソト，2ケ月間において
週労働時間を不均等に差別化しているところは15パーセントであった。経営者
側の見通しでは，経営体と個人の労働時間のいっそうの弾力化が，今後の労働
時問規制の中心になるという。ところが，労働時間の短縮化のほうは，弾力化
ほどに進渉はしておらず，約半分のところがいぜん，週労働40時間を維持して
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いるという。調査Lた経営体の37パーセソトだけが，全労働者に対し統一的に，
遇労働38．5時間を施行Lているにすぎない。
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